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１． 概 要
商学研究所では２０１１年からベトナムの国民経
済大学ビジネススクールと組織間協定を締結し，
共同研究・共同事業を推進してきている。その一
環として，２０１２年８月１５日，国民経済大学主催
の国際会議「グローバル社会におけるビジネスの
あり方」に参加した（会場はベトナム社会主義共
和国の首都ハノイ市のMeliaホテルおよびベトナ
ム国民経済大学）。商学研究所からは，渡辺達朗
教授（商学部）が所長として国際会議実行委員に
名を連ね共同議長を務め，高橋義仁教授（商学
部），大西勝明教授（商学部），鹿住倫世教授（商
学部）が報告を行った。
国民経済大学の Nguyen Van Nam学長は，開
会の挨拶で今回の国際会議開催の趣旨と目的を以
下のように述べた。
「今日のグローバル社会において，金融危機，
地球温暖化，安全保障，国際競争等，企業はこれ
まで以上に様々な難局に直面している。リーダー
シップスタイル，コミュニケーションメソッド，
その他伝統的経営管理の実践が，増加を辿る外国
投資，情報技術革新，法令の改正などによって試
されている。これら諸課題の解決にあたり，創造
的な思考と，目的やステークホルダーが異なる
様々なタイプの組織間協力が求められている。外
部環境によって課せられた難局への対処に関する
調査，またそれら調査研究を共有することこそ学
術界あるいは研究者が果たすべき責務である。今
回の国際会議開催の目的は，将来的なコラボレー
ションを見据え，プレゼンテーション形式の現況
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報告によって，知識の共有，研究者や経営者など
様々な領域間での意見交換の場を提供することで
ある。
今回，５カ国，８大学，３８人の研究者によっ
て，２７の報告がされる。これら報告は，経営戦
略，マーケティング，ロジスティクス，人材管理，
アントレプレナーシップ，学習・教育など，ビジ
ネスの様々な領域に関するものである。公共機関，
ジョイント・ベンチャー，中小企業を対象とした
研究，あるいは一国の経済全体を検討する研究や
特定の産業に焦点を当てた研究，さらには気候変
動や雇用動向などの外部環境要因に焦点を当てた
研究と，その内容は多岐にわたる。これら報告に
よって，変化し続ける環境のなかでどのように事
業を運営していくのか，その方向性を示す全体像
が明らかになるだろう。」
輸送技術や情報通信技術の進化は空間的懸隔を
大幅に縮減し，いまや国境の壁を越えた人やモノ
の移動あるいは情報の交換は日常的に行われてい
る。また，国家間の取引における関税や投資にか
かわる規制緩和が進むなど，国境による障壁は低
減してきている。いわゆるグローバル化の進展で
ある。国際会議という形でそれぞれの専門領域を
もつ研究者や実務家によって報告発表・意見交換
が行われ，グローバル社会におけるビジネスのあ
り方が議論された。
２． 国際会議実行委員会主要委員
３． 専修大学からの報告
高橋義仁 商学部教授
【 報告タイトル 】
「医薬品企業における研究を成功へと導く要因と
は何か―日本の医薬品業界にみる実証研究―」
【 報告要旨 】
日本の医薬品業界における研究プロジェクトマ
ネージャーを対象にアンケート調査を実施し，企
業における実験・研究を成功へと導くための組織
構造・組織能力について調査を行った。今回の調
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査では研究プロジェクトの実行パフォーマンスと
組織の特性（人的資源，研究プロジェクト予算，
インテリジェンスの有効活用のための能力，外部
資源を活用する能力）の間の相関性を検討した。
結果として，研究プロジェクトの実行パフォーマ
ンスとインテリジェンスを有効活用する能力の間
では有意な関係が発見され，インテリジェンスの
有効活用が医薬品の研究プロジェクトにおける最
も重要な成功要因であることがわかった。インテ
リジェンスの代理変数は外部情報の分析や迅速な
意思決定など，いくつかの従属変数で構成されて
いる。また研究プロジェクトの実行パフォーマン
スと外部リソースの活用能力との間に相関性は認
められなかった。
大西勝明 商学部教授
【 報告タイトル 】
「２１世紀における日本電子メーカーの戦略」
【 報告要旨 】
今や，薄型テレビの日本国内での生産中止等日
本電子メーカーの厳しい現実を象徴する多様な出
来事が起きている。主要電子機器に関する日系企
業の国際的なシェアは，著しく低下している。激
化する国際競争に直面し，特に，ルーター等は，
アメリカに，ICや PCでは，韓国，中国に追い
上げられ，日本企業は，鋏状状態に押し込められ
つつある。２０１２年，日本電子メーカーが陥りつ
つある危機は，これまでとは段階を画するもので
ある。日本電子メーカーは，２０１１年以降，東日
本大震災，EUの動揺，タイの洪水等を経験し，
一層深刻な局面に瀕している。それだけに日本電
子メーカーは，抜本的な経営戦略を展開すること
になる。特に，リストラクチャリングや国際的な
広がりを持った戦略を模索している。本稿は，国
際的な広がりを持った危機打開策の意義を問い，
日本電子機械メーカーが展開する経営戦略を再検
討するものである。
鹿住倫世 商学部教授
【 報告タイトル 】
「女性企業家―世界と日本の現状―」
【 報告要旨 】
Global Entrepreneurship Monitor（GEM）によ
れば，日本は男女とも企業家活動が不活発な国で
ある。諸外国同様，日本の女性企業家が経営する
企業は，男性が経営する企業よりも小規模である。
そのため，女性企業家はマスコミに取り上げられ
ることも少なく，一般にあまり関心を持たれてい
ない。研究者による女性企業家研究も少ない。女
性企業家の企業経営における特徴は，職業経験や
個人的な経験，教育に影響を受けていると思われ
る。しかし，男性と同様のキャリアを経験してい
る女性企業家は，経営成果において男性と同様の
成果をあげている。現在，ワークライフバランス
の実現という視点においても女性の起業が注目さ
れており，今後は女性企業家が増加することが期
待される。
（報告：商学研究所準所員・大学院商学研究科博
士課程 佐原太一郎）
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